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1――はじめに 

日本では、高齢化が進み、介護を必要とする人の数は増え続けると見られる。介護は、在宅介護と

施設介護に分けられる。施設介護では、特別養護老人ホームをはじめとした入居施設の整備が進めら

れている。しかし、施設介護に従事するスタッフの不足などから、その進捗は緩やかなものとなって

いる。その結果、特別養護老人ホーム入居の待機高齢者の問題は、当面、解消されない見通しである。 

そこで、在宅介護の役割が重要となる。在宅介護は、自宅などで生活をしながら、介護サービスを

受けるものである。本稿では、在宅介護の二本柱である、訪問介護と通所介護を、概観していく。 

2――介護の種類 

まず、公的介護保険制度における、在宅介護を簡単に見てみよう。公的介護保険では、20種以上も

のサービスが給付対象とされている。よく提供される上位10種のサービスは、次の通りとなる。 

 

 このうち、第 2 位の居宅介護支援は、ケアマネジャー1が、ケアプランを作成するサービスを指す。

これは、これから介護サービスを受けようとする要介護者本人や、その家族と相談をしながら、介護

の計画を作成するもので、主に、介護サービスの開始や見直しをする際に、行われる。 

 日常の介護において、多くの事業所で提供されているサービスは、訪問介護と通所介護と言える。 

                                                
1 医師、歯科医師、看護師、介護福祉士、薬剤師、理学療法士、作業療法士、栄養士などの 5年以上の実務経験(900日以上

の従事日数が必要)のある人が、試験、研修、レポート提出を経て、資格を取得するもの。 
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(事業所数) 図表1. 介護サービスの事業所数 

* 複数のサービスを提供している事業所は、各々に計上している。要支援者向けの介護予防サービスは含まない。  

※ 「平成27年 介護サービス施設・事業所調査」(厚生労働省) より、筆者作成 
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3――訪問介護・通所介護サービスの需給 

 次に、訪問介護・通所介護サービスの、利用者と提供者の推移を見ておこう。 

1｜訪問介護・通所介護サービスの利用者は、増加している 

 要介護・要支援認定者の数は、徐々に増加している。公的介護保険制度が始まった2000年度から、

2014年度までに、要介護者・要支援者の数は、2.4倍に伸びている。 

 

 2001～2015年度までに、訪問介護・通所介護の利用者は、それぞれ、1.6倍、2.3倍に伸びた。2006

年度に要介護1の一部が要支援に切り替わり減少したが、その後は、増加が続いている。 

 

2｜訪問介護・通所介護サービスの提供者は、利用者よりも大きく増加している 

 2000～2015 年度までに、訪問介護・通所介護を提供する事業所の数は、それぞれ3.5倍、5.4倍に

増加した。事業所数の伸びが受給者の伸びを上回り、1事業所あたりの利用者数は減少している2。 

 

 また、同じ時期に、訪問介護と通所介護の職員数は、それぞれ2.8倍、4.4倍に増加した。 

 

                                                
2 事業所の構成を見ると、株式会社等の営利法人が70%、社会福祉法人、NPO法人、医療法人がこれに続いている。公的介護

保険制度の開始から15年間、営利法人の参入が進んでいることで、介護サービス供給の厚みを増す結果となっている。 
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図表2. 要介護・要支援認定者数の推移 
要介護3～5 要介護1・2 要支援 

* 年度末の認定者数。第1号被保険者(65歳以上)の認定者のみ。2006～2008年の要介護1は、経過的要介護を含む。     

※ 「介護保険事業状況報告」(厚生労働省)より、筆者作成  (括弧内は、2000年度を100としたときの値) 
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図表3. 訪問介護・通所介護サービスの受給者数推移 
訪問介護 通所介護 

* 各年度(5月～翌年4月)の審査月のサービス受給者数合計を12で除したもの。要支援者への介護予防サービスは含まない。 

※「介護給付費実態調査」(厚生労働省)より、筆者作成 (括弧内は、2001年度を100としたときの値) 
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図表4. 訪問介護・通所介護サービスの事業所数推移 
訪問介護 通所介護 

* 介護予防サービスは含まない。なお、2008年度以前、2009～2011年度、2012年度以降で、調査票の配布･回収方法が変更されて 

  いるため、単純な年度間比較はできないとされている点に、注意が必要。 (括弧内は、2000年度を100としたときの値) 
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図表5. 訪問介護・通所介護サービスの看護･介護職員者数推移 
訪問介護 通所介護 

* 図表4と同様の注意点がある。なお、通所介護の職員数には、調理師や、栄養士などを含む。 

※ 図表4、図表5とも、「介護サービス施設・事業所推移」(厚生労働省)より、筆者作成(括弧内は、2000年度を100としたときの値) 
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4――訪問介護・通所介護サービス事業の経済性 

訪問介護・通所介護の経済性はどうなっているのだろうか。介護事業を長期に渡って運営していく

ためには、財務面での安定性が欠かせない。そのためには、事業の収益性の確保が必要となろう。 

1｜訪問介護は、利用回数が少ない事業所では採算割れとなっている 

訪問回数1回あたりの収入は、回数の増加とともに逓減する。訪問介護には、入浴や食事の介助な

ど身体介護中心のものと、掃除や調理の支援など生活援助中心のものがある。介護報酬上、身体介護

の方が、生活援助よりも単価が高い。通常、小規模事業所は高単価の身体介護を行うことが多い。逆

に、大規模事業所は多回数で低単価を補う生活支援を志向しやすい。一方、人件費等の訪問回数1回

あたりの支出は、収入を上回る勢いで減少する。これにより、利用回数が少ない小規模事業所では採

算割れ、回数が多い大規模事業所では黒字確保のケースが目立ち、利用頻度により収益性が大きく異

なる結果となっている。 

 

 事業所の立地別に見ると、大都市の収益性が高い。これは、介護報酬の割増率が高い3上に、訪問回

数が多いことが、その背景にあるものと見られる。一方で、地方都市などでは、収益性が低い。 

 

2｜通所介護は、利用者数が多ければ収益性が高い 

利用者 1 人あたりの収入は、利用者数の増加とともに逓減する。これは、1 ヵ月の延べ利用者数が

多いほど、介護報酬が下がる仕組みであることによる。一方、人件費や、通所施設の減価償却費等は、

それを上回る勢いで減少する。これにより、利用者数が多ければ収益性が高い、結果となっている。 

 

                                                
3 介護報酬では、地域ごとの人件費の違いを反映している。具体的には、全国を、1級地(上乗せ20%)～7級(同 3%)と、その

他(上乗せなし)に分けて、地域ごとの上乗せ率と、サービスごとの人件費率を用いて、報酬単価を調整している。 
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図表6. 訪問介護サービスの収支 
訪問1回あたり収入[左軸] 訪問1回あたり支出[左軸] 

* 「～400回」は、201回以上400回以下を表す(他も同様)。収支差割合は、収入と支出の差を、収入で割り算した値。 
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図表7. 訪問介護サービスの収支 
ひと月あたり収入[左軸] ひと月あたり支出[左軸] ひと月あたり収支差割合[右軸] 

* 収支差割合は、収入と支出の差を、収入で割り算した値。「大都市等」「大都市近郊等」「地方都市等」は、筆者が呼称。 

※ 図表6、図表7とも、「平成26年 介護事業経営実態調査」(厚生労働省)より、筆者作成 
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図表8. 通所介護サービスの収支 

利用者1人あたり収入[左軸] 利用者1人あたり支出[左軸] 利用者1人あたり収支差割合[右軸] 

* 「～300人」は、151人以上300人以下を表す(他も同様)。収支差割合は、収入と支出の差を、収入で割り算した値。 
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事業所の立地別に見ると、大都市よりも、地方都市などの方が、収益性が高い。通所介護は、施設

の費用等があるため、訪問介護に比べて人件費率が低い4。このため、介護報酬上、地域ごとの割増率

の違いは、訪問介護ほど顕著ではなく、収入の差はつきにくい。一方、支出については、利用者の送

迎委託費や、施設の清掃委託費等で、大都市の方が高コストとなっているものと見られる。 

 

5――介護スタッフの働きがい 

職員の働きがいを見るには、賃金・就業形態、労働条件、キャリア形成、仕事の達成感(例. サービ

ス利用者からの感謝)など、いくつかの側面がある。以下、公表データをもとに、概観していこう。 

1｜介護職員の賃金上昇が図られているが、非常勤の職員への波及は限定的 

介護関係の職種の賃金は、全職種と比べて低い。加えて、20～50 歳代にかけての賃金上昇傾向が、

見られない。これにより、職員の現在の生計の苦しさと、将来の生計の不安につながる可能性がある。 

 

 

 なお、就労形態では、訪問介護は、非正規職員の割合が高い。また、男女別には、女性割合が高い。 

図表11. 介護関係職種の就労形態 

 正規職員割合 非正規職員割合  正規職員中の女性割合 非正規職員中の女性割合 

介護職員 56.7% 41.0%  67.4% 86.0% 

訪問介護員 17.5% 79.0%  76.3% 95.9% 

* 正規職員: 雇用している労働者で、雇用期間の定めのない者。非正規職員: 正規職員以外の労働者(契約職員、嘱託職員、ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者等)。 

 なお、調査において無回答のものがあるため、正規職員割割合と非正規職員割合を合計しても100%とはならない。 

※「平成25年度 介護労働実態調査」(公益財団法人 介護労働安定センター)より、筆者作成 

 介護職員の給与面の処遇改善に向けて、2012年より、介護報酬の項目の1つとして介護職員処遇改

                                                
4 介護報酬上、サービスごとの人件費率は、訪問介護70%、通所介護45%とされている。 
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図表9. 通所介護サービスの収支 

ひと月あたり収入[左軸] ひと月あたり支出[左軸] ひと月あたり収支差割合[右軸] 

* 収支差割合は、収入と支出の差を、収入で割り算した値。「大都市等」「大都市近郊等」「地方都市等」は、筆者が呼称。 

※ 図表8、図表9とも、「平成26年 介護事業経営実態調査」(厚生労働省)より、筆者作成 

0
100
200
300
400
500
600
700

-19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65-69 70-

(万円) 

(歳) 

図表10-1. 年齢別年収 (男性、一般労働者) 
全職種 ホームヘルパー 福祉施設介護員 
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図表10-2. 年齢別年収 (女性、一般労働者) 
全職種 ホームヘルパー 福祉施設介護員 

* 年収は、決まって支給する現金給与額の12倍と年間賞与等を合計した金額とした。企業規模10人以上の場合。 

※ 図表10-1、図表10-2とも、「平成28年 賃金構造基本統計調査」(厚生労働省)より、筆者作成 
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善加算が設けられている。2015、2017年度には、加算区分の増設などの改定が行われている。 

図表12. 介護職員処遇改善加算の拡充 

 新加算区分 加算(Ⅰ)区分 加算(Ⅱ)区分 加算(Ⅲ)区分 加算(Ⅳ)区分 

加算額(月額) 3.7万円相当 2.7万円相当 1.5万円相当 加算(Ⅱ)×0.9 加算(Ⅱ)×0.8 
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区分設定時期 2017年度 2015年度 2012年度 2012年度 2012年度 

ｷｬﾘｱﾊﾟｽ要件Ⅰ: 役職や役職ごとの職務、能力、給料等のキャリアパス制度を定めること 

ｷｬﾘｱﾊﾟｽ要件Ⅱ: 介護職員の職位、職責又は職務内容等に応じた任用等の要件、賃金体系を定め、全ての介護職員に周知していること 

ｷｬﾘｱﾊﾟｽ要件Ⅲ: 介護職員の資質向上のため計画を策定し、研修の実施又は研修の機会を確保し、全ての介護職員に周知していること 

職場環境等要件:職場環境等の改善(賃金改善を除く)を実施し、全ての介護職員に周知していること 

※ 厚生労働省資料等をもとに、筆者作成 

 この加算により、常勤職員の給与については、訪問介護で3.6%、通所介護で3%増加するなど、一定

の政策効果が現れている。一方、非常勤職員の給与を見ると、通所介護は3%増加しているが、訪問介

護は2.2%の伸びにとどまっており、効果の発現は、一様ではない。 

図表13. 平均給与額(月額)の増加 (万円) 

  常勤 (月給の職員)  非常勤 (時給の職員) 

 2015年 2016年 増加額 [割合] 2015年 2016年 増加額 [割合] 

介護職員 28.025 28.978 + 0.953 [+3.4%] 9.368 9.608 + 0.240 [+2.6%] 

 訪問介護 27.330 28.322 + 0.992 [+3.6%] 8.699 8.888 + 0.189 [+2.2%] 

 通所介護 24.659 25.388 + 0.729 [+3.0%] 9.592 9.875 + 0.283 [+3.0%] 

* 平均給与額は、基本給と手当と一時金(4～9月支給金額の1/6)の合計。加算(Ⅰ)～(Ⅳ)を取得している事業者の職員が対象。 

 集計対象は 常勤月給 2015年 介護職員数20,691人(訪問介護2,291人、通所介護1,728人)、2016年 同 21,059人(2,331人、1,818人) 

 非常勤時給 2015年 介護職員数7,600人(訪問介護3,262人、通所介護1,504人)、2016年 同 7,468人(3,221人、1,452人)。 

※「平成28年度 介護従事者処遇状況等調査」(厚生労働省)より、筆者作成 

2｜介護職員の業務軽減と、社会的評価の向上が課題 

 介護職員は、なぜ介護の仕事を選択したのか。調査結果では、「働きがいのある仕事だと思ったから」

が最も多く、「資格･技能が活かせるから」、「今後もニーズが高まる仕事だから」、「人や社会の役に立

ちたいから」、「お年寄りが好きだから」、「介護の知識や技能が身につくから」などが続いている。 

 

 一方、労働条件等の不満については、「人手が足りない」との声が多い。これは、2015 年度には、

半数を超えるところまで増加している。そして、「仕事内容のわりに賃金が低い」、「有給休暇が取りに

くい」、「身体的負担が大きい(腰痛や体力に不安がある)」、「業務に対する社会的評価が低い」などが

続いている。労働環境が厳しい上に、社会的評価が低いとの不満が、年々高まっていると言える。 
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自分や家族の都合のよい時間(日)に働けるから 

身近な人の介護の経験から 

生きがい・社会参加のため 

他によい仕事がないため 

(%) 図表14. 介護の仕事を選んだ理由 (複数回答) 

2013年度 

2014年度 

2015年度 
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3｜短時間労働の介護職員の離職率・採用率は、全産業よりも低い 

 常勤の介護職員の離職率は、全産業に比べて高い。これを補うために、高い採用率となっている。

一方、短時間労働の介護職員は、離職率が全産業よりも低く、採用率も低い。 

 

 

6――おわりに (私見) 

 今後、増加が見込まれる要介護者に対して、訪問介護・通所介護サービスを拡充することは、欠か

せないものと言える。 

 事業の経済性を確保するためには、両サービスとも、まず、利用頻度(利用回数、利用者数)を高め

ることが必要と考えられる。その上で、大都市で有利な訪問介護、地方都市で有利な通所介護、とい

うそれぞれのサービスの特性を踏まえて、事業を展開することが重要となる。 

 その際、鍵となるのは、介護職員である。近年、介護職員の処遇改善の問題が取り沙汰されてきた

が、給与面では、介護職員処遇改善加算などの政策効果が徐々に現れてきた。ただし、訪問介護では、

職員の大半を占める非常勤・時給の職員の給与の伸びが、常勤・月給の職員の給与の増加割合を下回

っており、効果の発現は道半ばと言える。 

 併せて、介護職員の労働条件や、キャリア形成についても、改善に向けた取り組みが必要と言える。

特に、人手が足りないなど、労働環境の厳しさは、徐々に増している。その上、介護業務に対する社

会的評価が低いとの不満が年々高まっており、注意を要する。ただし、離職率を見ると、常勤雇用者

は高いものの、非常勤雇用者は全産業よりもむしろ低い。職員が介護職に就く際に持っている高い職

業意識を、就職後も保持し続けられるよう促すことで、定着率の引き上げは可能と考えられる。その

ために、介護職の常勤化や正規雇用化を進めるとともに、賃金や労働条件の一層の改善を図る必要が

あろう。これにより、介護事業が安定化し、介護サービスの質の向上につながることが期待される。 

 特に、介護業務に対する社会的評価については、介護業界だけではなく、社会全体で理解を深めて

いく必要があるものと考えられる。今後も、引き続き、訪問介護・通所介護等の展開に注目していく

ことが求められよう。 

0 10 20 30 40 50 60

人手が足りない 
仕事内容のわりに賃金が低い 

有給休暇が取りにくい 
身体的負担が大きい(腰痛や体力に不安がある) 

業務に対する社会的評価が低い 
精神的にきつい 

休憩が取りにくい 
夜間や深夜時間帯に何か起きるのではないかと不安がある 

健康面(感染症、怪我)の不安がある 
労働時間が不規則である 

労働時間が長い 
福祉機器の不足、機器操作の不慣れ、施設の構造に不安がある 

(%) 図表15. 労働条件等の不満 (複数回答) 

2013年度 

2014年度 

2015年度 

* アンケート回答数=18,881(2013年度)、20,334(2014年度)、21,848(2015年度)  

※ 図表14、図表15とも、「介護労働実態調査」(公益財団法人 介護労働安定センター)より、筆者作成 
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図表16-2. 離職率・採用率 (短時間労働) 

※「平成27年 雇用動向調査」(厚生労働省)、「平成27年度 介護労働実態調査」(公益財団法人 介護労働安定センター)より、筆者作成 


